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新たな教科書に関する指針素案について 
 
 文部科学省は、10 月 22 日の「デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指

針に関する検討会議」（第 6 回）において、2030 年度以降に小学校から段階的に導

入される新たな教科書について、指針の策定に向けた素案を示しました。 
 素案では、基本的に全ての学年・教科で、紙とデジタルを組み合わせるハイブリ

ッド型が中心的な役割を担うとしています。完全デジタルを認めない学年・教科で

は「主に紙」で構成し、デジタルを補助的・補完的に組み込むとしています。小学

4 年生以下は「概ね紙」とし、完全デジタルは認めず、小学 5 年生以上でも外国語

や実技系教科等の一部に限定しています。一方、完全デジタルを認め得る学年・教

科では、ハイブリッド型を主にデジタルで構成することもあり得るとしています。 
 今回の公表は、指針の策定に向けた素案の提示であり、最終的な指針の決定では

ありません。 
 
 当組合は、紙の流通を担う立場から、こうした制度の動向を注視しています。 
 教科書の在り方については、子どもたちの学びの充実を第一に、発達段階や教

科の特性、教育現場の実情を踏まえ、紙とデジタルを適切に活用することが重要と

考えます。 
 また、音声読み上げや拡大表示などを必要とする子どもを含め、一人ひとりの学

習上のニーズに応じた教材を利用できる環境が大切です。紙の役割を伝えるととも

に、デジタルの特性も尊重し、多様な学びを支える視点を持ち続けたいと考えてい

ます。 
 今後も、文部科学省の公表資料等に基づき、組合員・関係者への正確な情報提供

に努めてまいります。 
 
【添付】文部科学省「デジタルな形態を含む教科書の発行・採択等の指針に関する

検討会議（第 6 回）」公表資料 


